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2018 年 2 月 22 日 

 

「2017 年 日本の広告費」 
 

 日本の広告費は、6 年連続でプラス成長 
 総広告費は 6 兆 3,907 億円、前年比 101.6％ 
 インターネット広告費は、4 年連続二桁成長 

 
株式会社電通（本社：東京都港区、社長：山本 敏博）は本日、わが国の総広告費と、媒体別・

業種別広告費を推定した「2017 年（平成 29 年）日本の広告費」を発表した。 
2017 年（1～12 月）の日本の総広告費は、継続する景気拡大に伴い、6 兆 3,907 億円、前年

比 101.6％となり、6 年連続でプラス成長となった。 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017 年の広告費の特徴 
１．2017 年の総広告費は、持続する緩やかな景気拡大に伴い、通年で前年比 101.6％となった。世界経

済の回復と企業収益の拡大、雇用環境の改善や円安株高など景気を後押しする状況が整う中、特にイ

ンターネット広告費の好調が全体を押し上げる結果となった。市場全体としては、さまざまな局面で

デジタル・トランスフォーメーションが進み、それぞれの媒体特性を生かした統合的なコミュニケー

ション活動が顕著になった。 

２．媒体別にみると、「新聞広告費」（前年比 94.8％）、「雑誌広告費」（同 91.0％）、「ラジオ広告費」（同

100.4％）、「テレビメディア広告費」（同 99.1％、地上波テレビと衛星メディア関連）を合計した「マ

スコミ四媒体広告費」は、同 97.7％となった。「インターネット広告費」（同 115.2％）は、特にモバ

イルでの運用型広告、動画広告が伸長し、広告費全体を押し上げた。「プロモーションメディア広告

費」（同 98.5％）は、屋外／POP／展示・映像ほかが増加した。 

３．業種別（マスコミ四媒体、ただし衛星メディア関連は除く）では、全 21 業種中 6 業種で増加した。 
・主な増加業種は、「不動産・住宅設備」（前年比 108.9％、一般住宅）、「エネルギー・素材・機械」（同

108.0％、ガス自由化関連）、「情報・通信」（同 101.7％、ウェブコンテンツ、スマートフォン）、「自

動車・関連品」（同 101.5％、2BOX、軽自動車、SUV）など。 
・主な減少業種は、「家電・AV 機器」（同 88.6％、電気掃除機、電気理容・美容器具）、「精密機器・事

務用品」（同 88.8％、腕時計、デジタルカメラ）、「流通・小売業」（同 90.3％、総合スーパー、コン

ビニエンスストア）、「官公庁・団体」（同 91.9％、広告団体、外国官公庁）、「ファッション・アクセ

サリー」（同 92.0％、カジュアルウェア）など。 
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１．総広告費の推移（表 1：P8） 
2017 年の総広告費は、6 兆 3,907 億円、前年比 101.6％と、6 年連続でプラス成長となった。 

 
２．媒体別広告費の概要（表 2：P9、表 3：P10） 
媒体別にみると、特にモバイルにおける運用型広告、動画広告の成長がさらに加速した「イ

ンターネット広告費（媒体費＋制作費）」が、1 兆 5,094 億円（前年比 115.2％）と 4 年連続

で二桁成長となった。媒体構成比も 23.6％と、前年から 2.8 ポイント上昇。「インターネット

広告媒体費」は、1 兆 2,206 億円（同 117.6％）と、前年より 1,828 億円の増加となった。 
「マスコミ四媒体広告費（衛星メディア関連も含む）」は、2 兆 7,938 億円（同 97.7％）と 3
年連続で減少。うち「ラジオ広告費」は、1,290 億円（同 100.4％）と 2 年連続でプラス成長

となった。 
｢プロモーションメディア広告費｣は、2 兆 875 億円（同 98.5％）と 3 年連続の減少。うち「屋

外」「展示・映像ほか」は、6 年連続でプラス成長となった。 
 
なお、「マスコミ四媒体広告費（衛星メディア関連も含む）」を四半期別にみると、10-12 月

期は前年同期比 99.1％と前年並みに戻ったものの、7 四半期連続でマイナスとなった。 
 
 
 
 

 
新聞広告費：5,147 億円（前年比 94.8％） 
・ 2017 年 10 月の衆議院選挙による出稿や、企業収益の好調で年末にかけて出稿増となった

ことなどにより、前年を上回る期間もあったが、通年では減少傾向が続いた。前年の「リ

オデジャネイロ オリンピック・パラリンピック」の反動減、夏場の天候不順なども減少の

要因となった。 
・ 業種別では、「エネルギー・素材・機械」「官公庁・団体」などが増加。一方、「自動車・関

連品」「精密機器・事務用品」「金融・保険」などが減少した。 
・ 紙としての新聞に限定しない、新聞社が持つさまざまな機能や資産の活用、地方創生に関

連した地方紙企画などの取り組みが行われている。 
・ 新聞各社によるデジタル施策の取り組みが急速に進む中、PMP（プライベート・マーケッ

ト・プレイス）などの運用領域や、コンテンツマーケティングの新聞社扱い案件が伸長し

た。また、デジタルと連動した紙面企画をはじめ、他媒体との協働も加速している。 
 

雑誌広告費：2,023 億円（前年比 91.0％） 
紙の出版物推定販売金額は、前年比 93.1％と 13 年連続でマイナスとなった。一方、電子

出版市場は同 116.0％と前年に引き続き拡大したが、紙市場の落ち込みをカバーしきれず、

全体は同 95.8％にとどまった。 
※数字出典：『出版月報』2018 年 1 月号 

・ 雑誌広告費も年間を通じて前年を下回る状況となったが、出版社由来のデジタル広告の売

上は 2 年連続で二桁成長となった。 
・ ジャンル別では、「ミセス誌」のみ前年超え。シェアの高い「キャリアファッション誌」

や「ヤング女性誌」などは前年割れとなった。 

(前年比、前年同期比、％)

1-6月 7-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月
100.2 99.1 100.9 99.4 98.9 99.3
1-6月 7-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月
97.6 97.8 98.2 96.9 96.5 99.1

2016年1-12月
99.6

2017年1-12月
97.7

マスコミ四媒体広告費

（衛星メディア関連も含む）
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・ 業種別では、「官公庁・団体」のみ伸長。一方、雑誌広告費のトップ業種である「ファッ

ション・アクセサリー」は、ラグジュアリーブランドのデジタルシフトなどにより減少し

た。 
・ 前年に続き、出版社によるデジタルメディアのローンチが活発化した。また、電子雑誌で

の広告事業が開始されるなど、出版コンテンツとデジタルメディアの協業が急速に深化し

ている。 
 
ラジオ広告費：1,290 億円（前年比 100.4％）    
・ 2 年連続での増加となった。東京を除くと概ねプラス成長。 
・ 業種別では、ラジオ広告費のトップ業種である「外食・各種サービス」が同 90.3％と、12

年ぶりに減少した。一方で、「情報・通信」（同 137.9％）、「食品」（同 112.4％）、「自動車・

関連品」（同 100.8％）といった構成比の高い他の業種が伸長し、全体を押し上げた。 
・ 「radiko.jp（ラジコ）」は、認知の向上とともにプレミアム会員数が堅調に増加している。

また、2017 年にラジコ搭載のスマートスピーカーが発売されたことに伴い、利用者が増加

しており、今後も接触者数の増加が期待される。 
・ 全国各地でコミュニティ放送が定着してきており、堅実な広告収入の増加でラジオ広告費

全体の押し上げに寄与している。 
・ オーディオメディアとしての基盤ができつつあり、デバイスを超えた接触機会が増えてい

ることに加え、ラジオはライブイベントとの親和性が高いこともあり、統合的な販促キャ

ンペーンに組み入れられる機会が増加している。 
 
テレビメディア広告費（地上波テレビ＋衛星メディア関連）：1 兆 9,478 億円（前年比 99.1％） 
◇地上波テレビ：1 兆 8,178 億円（同 98.9％） 
・ 地上波テレビは、企業業績の好調や個人消費の回復などによる効果が期待されたものの、

出稿の勢いが活性化するまでには至らなかった。 
・ 番組（タイム）広告（同99.1％）は、「2017 ワールド・ベースボール・クラシック」「サ

ッカー FIFAワールドカップ アジア最終予選」「2017年世界水泳選手権（ブダペスト）」

「2017年世界陸上競技選手権大会（ロンドン）」「EAFF 東アジアE-1サッカー選手権（日

本開催）」などのスポーツ番組があったものの、通年では前年の「リオデジャネイロ オリ

ンピック・パラリンピック」などの反動減が大きく影響し、減少した。地域別では、通年

で基幹8地区中、仙台（2年連続）、福岡（2年連続）、名古屋、大阪が前年超え。 
・ スポット広告（同98.8％）においても前年の勢いはなく、一部の業種では増加したものの、

全体としては低調に推移した。地域別では、通年で全32地区中27地区が前年実績を下回っ

た。名古屋と福岡、長崎、熊本、大分の九州4地区では前年超え。 
・ 業種別では、「不動産・住宅設備」「エネルギー・素材・機械」「自動車・関連品」「家

庭用品」「情報・通信」「飲料・嗜好品」などが増加。一方、構成比の高い「化粧品・ト

イレタリー」は減少。「金融・保険」「流通・小売業」なども前年を下回った。 
・ なお、本広告費には含まれないが、キャッチアップ広告をはじめ動画配信型広告が増加す

るなど、「テレビ×デジタル」の取り組みが加速している。 
 

◇衛星メディア関連：1,300億円（同101.3％） 
・ BS 925.3億円（同102.9％）、CS 200.8億円（同98.0％）、CATV 174.0億円（同97.3％）

と、BSが全体を押し上げる結果となった。 
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・ BSは、通販を中心に増加したが、前年に堅調のブランド広告は減少。 
・ CSは、IT系企業による音楽系、スポーツ系、映画・ドキュメンタリー系の広告は増加した

が、通販全般は大きく減少し、全体ではマイナスとなった。 
・ CATVは、年前半に不動産広告の伸長があったものの、年後半は全体的にマイナスとなっ 

た。 
・ 業種別では、健康食品や化粧品は増加したものの、自動車や金融関連は低調であった。 
・ 特にペイテレビ業界は、デジタルシフトの影響を受け、減少傾向となった。 
 
マスコミ四媒体広告制作費：2,979 億円（前年比 97.3％） ＊衛星メディア関連は除く 

（注）広告制作費は、新聞・雑誌・ラジオ・地上波テレビの広告費に含まれている。 

・ このうち地上波テレビ CM 制作費は、2,173 億円（同 99.3％）。 
・ 業種別では、「エネルギー・素材・機械」「不動産・住宅設備」「自動車・関連品」「情報・

通信」などが増加。一方、「流通・小売業」「外食・各種サービス」「化粧品・トイレタリー」

などは減少した。 
 
インターネット広告費（媒体費＋広告制作費）：1 兆 5,094 億円（前年比 115.2％） 
◇インターネット広告媒体費：1 兆 2,206 億円（同 117.6％） 
・ 媒体費が初めて 1 兆円を超えた前年に引き続き、2017 年も媒体費は好調に推移した。 
・ このうち、運用型 ※1広告費は 9,400 億円（同 127.3％）。メディア側において予約型広告か

ら運用型広告へのシフトが前年よりさらに進んだ結果、媒体費全体における運用型の構成

比は 77.0％と、全体の 4 分の 3 を超えるに至った。 
・ 前年に続き、動画広告が拡大。生活者のモバイルシフトが進み、メディアやプラットフォ

ーマー側で動画広告メニューの拡充が行われた結果、市場が順調に拡大した。特に、運用

型広告領域においては、モバイル向け動画広告が活況を呈し、成長をけん引した。 
・ 運用型広告をブランディング目的で活用する動きが活発化。 

広告主では、ナショナルクライアントによるデジタル・トランスフォーメーションが加速。

従来、予約型広告利用が主だった自動車や通信などの業種で、運用型広告の活用が進んで

いる。また、これまでマスコミ四媒体広告の利用率が高かった食品や飲料といった業種に

おいても、インターネット広告の活用が進みつつある。 
・ 海外で発生したブランドセーフティ※2問題をきっかけに広告価値毀損への関心が高まった

ことを受け、各メディアやプラットフォーマー側ではその対応策が進んだ。また、広告主

側においても、アドベリフィケーション ※3計測のためのベンダー活用が進んだ。 
 
※1 純広告、タイアップ広告、アフィリエイト広告などは、運用型広告には含まれない。 
※2 ブランドセーフティ：広告掲載先の品質確保による広告主ブランドの安全性。 
   （出典：JIAA ステートメント http://www.jiaa.org/topics/brand_safety_statement.html） 
※3 アドベリフィケーション：広告価値毀損への対応策、またはそれを実行する仕組みを指す。 
 
 
◇インターネット広告制作費：2,888 億円（同 106.1％） 
・ 前年に続き、堅調に推移。企業が進めるマーケティング活動のデジタル・トランスフォー

メーションの一環として、今後もこの傾向が続くとみられる。 
・ プロモーション（販促）ページの制作費が増加すると同時に、ソーシャルメディアのため
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の広告制作費・制作関連（システム運用）費も増加。コンテンツの制作トレンドは、オウ

ンドメディア完結型からソーシャルメディアなどプラットフォームとの連携型にシフトし

ている。 
・ 動画広告の制作費は、動画広告元年といわれた前年からほぼ横ばいで推移。 
・ バナー広告の制作費は久々に増加。 

 
プロモーションメディア広告費：2 兆 875 億円（前年比 98.5％） 
◇屋外：3,208 億円（同 100.4％） 
・ 長期看板は、媒体契約の継続が続き、堅調に推移した。 
・ 短期ネットワーク看板、短期看板とも横ばい。ただし、出稿業種の傾向は数年来固定化さ

れている。 
・ 屋外ビジョンは、レギュラー広告主といえる「音源」「アパレルブランド」の出稿は堅調。   

駅周辺では、アプリやエンターテインメント系スポンサーの出稿増が顕著だった。  
・ スタジアム看板は、スポーツの現地観戦への興味・関心が高まり、観客動員数が増加した

ことに伴い、媒体費の増加や新規広告主の参入が目立った。 
・ 商業施設メディアは、新規施設の開業が続いたことや、各商業施設で催される各種イベン

ト・催事への協賛やコラボレーションが増えたことで、前年に続き活況。 
 
◇交通：2,002 億円（同 100.0％） 
・ 車内・駅構内のデジタルサイネージが活発化した。特に、関東エリア以外（中部、関西エ

リア）での駅デジタルサイネージの新規設置が大幅に進んだ。車内・駅構内のデジタルサ

イネージ売上も増加したが、紙媒体（中づり、まど上、ドア横、駅ばり）は前年に続き落

ち込んだ。 
・ 空港では、外国人観光客の増加に伴い広告需要が伸長。 
・ 業種別では、前年に続き出版の減少が続いており、飲料・酒類の出稿も減少した。一方、

不動産、エステ系、ゲーム関連、人材系の出稿は増加した。 
・ 新型車両導入数の増加に伴い、まど上のデジタルサイネージが正式に媒体として販売され

た。また、「ダイナミック・デジタル OOH」の利用や、デジタルサイネージの車両と駅媒

体を組み合わせた販売が進んでいる。バスシェルターは、福岡・名古屋・東京など好ロケ

ーションでの設置が進んでいるため、稼働率が向上した。 
 
◇折込：4,170 億円（同 93.7％） 
・ 新聞購読者の減少によるリーチの低下から、新聞そのものの部数が減少し、新聞折込広告

の出稿回数・部数の減少が続いた。 
・ 3 月は地域によってプレミアムフライデー、据え置き型ゲーム機器の販売などにより堅調

だったが、年間を通して前年同月比マイナスとなった。地域別では、沖縄・北海道以外は

全国的に前年を割り込んだ。 
・ 業種別にみると、前年並みか前年を上回った業種は、ドラッグストアをはじめ家電量販店

や小型スーパーなど。一方、前年を下回った業種は、前年に続き総合スーパー、大型量販

店、衣料品販売、自動車販売、遊技場などであった。全体では前年を下回ったものの、折

込広告の約 5 割を占める流通業種では、生活者との接点が近い主要媒体としてのポジショ

ンを維持している。  
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◇DM：3,701 億円（同 97.3％） 
・ EC クライアントなど、まとまった顧客情報を持っている企業は紙の DM を利活用してい

る。通販取引が拡充→顧客データ規模が拡大→顧客データを活用→売上規模がさらに拡大、

という好循環が進む。 
・ 無宛名便市場（宛名なし DM）は、取り扱い数量でみると前年比二桁成長となった。エリ

アマーケティングを担う媒体のひとつとして確実に伸長しており、あらゆる世代にあまね

くリーチするメディアとして存在価値が高まっている。2017 年の特徴としては、公共性の

高い事業などで案内や告知メディアとしての利用が増加した。 
 
◇フリーペーパー・フリーマガジン：2,136 億円（同 94.2％）  
・ 業種別では、衆議院選挙に伴う各政党や、食品、通信、トイレタリー、薬品・医療用品な

どで大型の出稿がみられ、不動産やリフォーム関連、外食・各種サービスでも出稿が増加

した。さらに地方エリアでは地域密着型の求人広告も増加した。 
・ 食品メーカーでは、オウンドメディアを複数活用し、商品訴求や実売につながるマストバ

イキャンペーン支援などの試みもみられた。また、流通やトイレタリーメーカーは、販売

店への来店促進策としてフリーペーパーを活用。細かなエリアセグメントと、エリアごと

に情報を切り換えられる点が活用のポイントとなった。また、ガス自由化関連に伴う出稿

もみられた。 
 
◇POP：1,975 億円（同 101.2％） 
・ 全体に、既存商戦期の売り場づくりが伸長し、ソーシャルメディアなどとのデジタル連動

を図る新しいマーケットチャンスの創出もあり、前年を上回った。 
・ 家電量販店やドラッグストアなど、POP を多く取り扱う業態が好調。特に家電量販店では、

生活家電、スマートスピーカーなどの分野で、制作単価の高い什器やデジタル POP で売り

場がつくられた。また、ドラッグストアの POP は、健康食品、メイクアップ商品に加え、

シャンプー、衣類用洗剤などの日用雑貨の売り場づくりが堅調に伸長した。 
・ デジタル機器を使用した制作費の高い POP と、紙などの素材を工夫して使用することで安

価に制作した POP、の二極化傾向は変わらないが、紙などの素材 POP においては、技術

的な工夫が施され、売り場に効果的な単純に安価とはいえない POP も出現した。 
 

◇電話帳広告：294 億円（同 91.9％） 
・ 避難所マップや防災の心得などを収録した別冊版を同梱し、固定電話を持たない世帯や事

業所も含め、すべてにポスティングする体制が拡大し、全国 8 割強をカバー。販売減少幅

も縮小した。2018 年度中には国内すべてのエリアをカバーする予定である。 
 
◇展示･映像ほか：3,389 億円（同 106.1％） 
・ 前年に続き、堅調に推移。大型プロジェクトの件数は少ないものの、訪日外国人観光客の

増加への対応や東京オリンピック・パラリンピックに向けた環境整備など、観光関連を基

軸に拡大傾向となった。 
・ 首都圏をはじめ主要都市での再開発事業、複合商業施設や空港・駅サービス機能の強化、

企業の周年事業・ホテル・PR 施設・ショールーム演出や施設整備などで増加が目立った。 
・ 一方、地方においては、「地域おこし」に向けた施策が増加、プロジェクションマッピング
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など映像演出と連動した地方創生事業が各地で繰り広げられた。 
・ モーターショーの開催年であることから、自動車関連の展示会需要が増大した。一方、展

示会内での映像制作などは、価格競争や費用対効果がこれまで以上に重視される状況であ

った。 
 

３．業種別広告費（21 業種、マスコミ四媒体〈衛星メディア関連は除く〉のみ）の概要 
（表 4：P11、表 5・表 6：P12） 
2017 年は 21 業種中 6 業種の広告費が増加、15 業種が減少となった（2016 年は 9 業種が

増加、12 業種が減少）。 
 
■増加業種（6 業種） 
「不動産・住宅設備」（前年比 108.9％、一般住宅）、「エネルギー・素材・機械」（同 108.0％、

ガス自由化関連）、「情報・通信」（同 101.7％、ウェブコンテンツ、スマートフォン）、「家庭

用品」（同 101.6％、殺虫剤、機能性マットレス）、「自動車・関連品」（同 101.5％、2BOX、
軽自動車、SUV）、「飲料・嗜好品」（同 100.8％、乳酸菌飲料、ミネラルウォーター、美容・

栄養ドリンク）の 6 業種。 
 
■減少業種（15 業種） 
「家電・AV 機器」（同 88.6％、電気掃除機、電気理容・美容器具）、「精密機器・事務用品」

（同 88.8％、腕時計、デジタルカメラ）、「流通・小売業」（同 90.3％、総合スーパー、コン

ビニエンスストア）、「官公庁・団体」（同 91.9％、広告団体、外国官公庁）、「ファッション・

アクセサリー」（同 92.0％、カジュアルウェア）、｢外食・各種サービス｣（同 93.7％、飲食業、

法律事務所）、「化粧品・トイレタリー」（同 94.6％、シャンプー＆リンス・コンディショナー、

通販系女性用ラインナップ化粧品、柔軟剤)、「金融・保険」（同 95.5％、クレジットカード、

カードローン、通販系ガン保険、通販系自動車保険）、「出版」（同 96.5％、出版案内、趣味専

門誌）、「薬品・医療用品」（同 96.5％、鎮痛・解熱剤）、「案内・その他」（同 96.6％、案内）、

「交通・レジャー」（同 96.8％、旅行代理店、国内航空各社、映画）、｢教育・医療サービス・

宗教｣（同 98.3％、通信教育、学校）、「趣味・スポーツ用品」（同 98.9％、ゲームソフト、オ

ーディオソフト）、「食品」（同 99.0％、通販系のサプリメント・美容食品・健康食品）の 15
業種。 

 
電通メディアイノベーションラボ 研究主幹 北原利行による「2017 年 日本の広告費」の「ウ

ェブ電通報」解説記事はこちら：https://dentsu-ho.com/articles/5843/ 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 

https://dentsu-ho.com/articles/5843/
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表１ 日本経済の成長と「日本の広告費」 (1996 年～2017 年) 

 
 
 
 

 
  

1996年(　平成 8年) 57,715  106.4   5,258,069  102.6   3.1    1.10    
97年(　 　　9年) 59,961  103.9   5,341,425  101.6   1.1    1.12    
98年(　　　10年) 57,711  96.2   5,278,769  98.8   -1.1    1.09    
99年(　　　11年) 56,996  98.8   5,196,518  98.4   -0.3    1.10    

2000年(　　　12年) 61,102  107.2   5,267,060  101.4   2.8    1.16    
01年(　　　13年) 60,580  99.1   5,230,050  99.3   0.4    1.16    
02年(　　　14年) 57,032  94.1   5,159,862  98.7   0.1    1.11    
03年(　　　15年) 56,841  99.7   5,154,007  99.9   1.5    1.10    
04年(　　　16年) 58,571  103.0   5,209,654  101.1   2.2    1.12    
05年(　　　17年) 59,625  101.8   5,241,328  100.6   1.7    1.14    
06年(　　　18年) 59,954  100.6   5,268,797  100.5   1.4    1.14    
05年(　　　17年) 68,235  102.9   5,241,328  100.6   1.7    1.30    
06年(　　　18年) 69,399  101.7   5,268,797  100.5   1.4    1.32    
07年(　　　19年) 70,191  101.1   5,316,882  100.9   1.7    1.32    
08年(　　　20年) 66,926  95.3   5,207,157  97.9   -1.1    1.29    
09年(　　　21年) 59,222  88.5   4,895,010  94.0   -5.4    1.21    
10年(　　　22年) 58,427  98.7   5,003,539  102.2   4.2    1.17    
11年(　　　23年) 57,096  97.7   4,914,085  98.2   -0.1    1.16    
12年(　　　24年) 58,913  103.2   4,949,572  100.7   1.5    1.19    
13年(　　　25年) 59,762  101.4   5,031,756  101.7   2.0    1.19    
14年(　　　26年) 61,522  102.9   5,138,760  102.1   0.4    1.20    
15年(　　　27年) 61,710  100.3   5,319,858  103.5   1.4    1.16    
16年(　　　28年) 62,880  101.9   5,384,457  101.2   0.9    1.17    
17年(　　　29年) 63,907  101.6   5,457,925  101.4   1.6    1.17    

（注）国内総生産は内閣府「国民経済計算確報」および「四半期別GDP速報」による。

（注）2007年に「日本の広告費」の推定範囲を2005年に遡及して改定した。

改
定

名目国内総生
産に対する総
広告費の比率

（％）

総広告費
（億円）

前年比（％）
国内総生産
（億円）

前年比（％）

改
定
前

実質経済
成長率(%)
（GDP)暦年

日本の広告費 名目国内総生産（GDP）
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表２ 媒体別広告費 

 
 
 
 

 
 

広告費(億円) 前年比(％) 構成比(％)
2015年 2016年 2017年 2016年 2017年 2015年 2016年 2017年

(平成27年) (28年) (29年) (平成28年) (29年) (平成27年) (28年) (29年)
総広告費 61,710 62,880 63,907 101.9  101.6  100.0  100.0  100.0  
マスコミ四媒体広告費 28,699 28,596 27,938 99.6  97.7  46.5  45.5  43.7   

新聞 5,679 5,431 5,147 95.6  94.8  9.2  8.6  8.1   
雑誌 2,443 2,223 2,023 91.0  91.0  4.0  3.5  3.2   
ラジオ 1,254 1,285 1,290 102.5  100.4  2.0  2.1  2.0   
テレビメディア 19,323 19,657 19,478 101.7  99.1  31.3  31.3  30.4   
地上波テレビ 18,088 18,374 18,178 101.6  98.9  29.3  29.2  28.4   
衛星メディア関連 1,235 1,283 1,300 103.9  101.3  2.0  2.1  2.0   

インターネット広告費 11,594 13,100 15,094 113.0  115.2  18.8  20.8  23.6   
媒体費 9,194 10,378 12,206 112.9  117.6  14.9  16.5  19.1   
広告制作費 2,400 2,722 2,888 113.4  106.1  3.9  4.3  4.5   

プロモーションメディア広告費 21,417 21,184 20,875 98.9  98.5  34.7  33.7  32.7   
屋外 3,188 3,194 3,208 100.2  100.4  5.2  5.1  5.0   
交通 2,044 2,003 2,002 98.0  100.0  3.3  3.2  3.1   
折込 4,687 4,450 4,170 94.9  93.7  7.6  7.1  6.5   
ＤＭ 3,829 3,804 3,701 99.3  97.3  6.2  6.0  5.8   
フリーペーパー・フリーマガジン 2,303 2,267 2,136 98.4  94.2  3.7  3.6  3.4   
ＰＯＰ 1,970 1,951 1,975 99.0  101.2  3.2  3.1  3.1   
電話帳 334 320 294 95.8  91.9  0.5  0.5  0.5   
展示・映像ほか 3,062 3,195 3,389 104.3  106.1  5.0  5.1  5.3   

（注） 2014年より、テレビメディア広告費は「地上波テレビ＋衛星メディア関連」とし、2012年に遡及して集計した。

＜日本の広告費推定範囲＞

日本の広告費 　日本国内に投下された年間(1～12月)の広告費

マスコミ四媒体広告費 　新聞、雑誌、ラジオ、テレビのマスコミ四媒体に投下された広告費

新聞 　　　全国日刊紙、業界紙の広告料および新聞広告制作費

雑誌 　　　全国月刊誌、週刊誌、専門誌の広告料および雑誌広告制作費

ラジオ 　　　全国民間放送の電波料および番組制作費とラジオＣＭ制作費　※事業費は含まない

テレビメディア 　次のテレビメディアの広告費

地上波テレビ 　　　全国民間放送地上波テレビの電波料および番組制作費とテレビＣＭ制作費　※事業費は含まない

衛星メディア関連 　　　衛星放送、ＣＡＴＶなどに投下された広告費（媒体費および番組制作費)

インターネット広告費 　インターネットサイトやアプリ上の広告掲載費および広告制作費

　（バナー広告などの制作費および企業ホームページの内、商品/サービス・キャンペーン関連の制作費)

プロモーションメディア広告費 　次のプロモーションメディアの広告費

屋外 　　　短期・長期看板、ネオン・ＬＥＤ看板、屋外ビジョンなど屋外広告の製作費と掲出料

交通 　　　交通広告の掲出料

折込 　　　全国の新聞に折り込まれたチラシの折込料

ＤＭ 　　　ダイレクト･メールに費やされた郵便料・配達料

フリーペーパー・フリーマガジン 　　　フリーペーパー・フリーマガジンの広告料

ＰＯＰ 　　　ＰＯＰ(店頭販促物)の制作費

電話帳 　　　電話帳広告の掲出料

展示・映像ほか 　　　展示会、博覧会、PR館などの制作費、シネアド･ビデオなどの制作費と上映費など

　　　　　　　　　 広告費

　　媒　体
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表３ 媒体別広告費（2005 年～2017 年） 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

2005年
(平成17年)

06年
(18年)

05年
(17年)

06年
(18年)

07年
(19年)

08年
(20年)

09年
(21年)

10年
(22年)

11年
(23年)

12年
(24年)

13年
(25年)

総広告費 59,625 59,954 68,235 69,399 70,191 66,926 59,222 58,427 57,096 58,913 59,762
マスコミ四媒体広告費 36,511 35,778 37,408 36,668 35,699 32,995 28,282 27,749 27,016 27,796 27,825

新聞 10,377 9,986 10,377 9,986 9,462 8,276 6,739 6,396 5,990 6,242 6,170
雑誌 3,945 3,887 4,842 4,777 4,585 4,078 3,034 2,733 2,542 2,551 2,499
ラジオ 1,778 1,744 1,778 1,744 1,671 1,549 1,370 1,299 1,247 1,246 1,243
地上波テレビ 20,411 20,161 20,411 20,161 19,981 19,092 17,139 17,321 17,237 17,757 17,913

衛星メディア関連広告費 487 544 487 544 603 676 709 784 891 1,013 1,110
インターネット広告費 2,808 3,630 3,777 4,826 6,003 6,983 7,069 7,747 8,062 8,680 9,381
プロモーションメディア広告費 19,819 20,002 26,563 27,361 27,886 26,272 23,162 22,147 21,127 21,424 21,446

屋外 2,646 2,738 3,806 3,946 4,041 3,709 3,218 3,095 2,885 2,995 3,071
交通 2,432 2,505 2,463 2,539 2,591 2,495 2,045 1,922 1,900 1,975 2,004
折込 4,798 4,809 6,649 6,662 6,549 6,156 5,444 5,279 5,061 5,165 5,103
ＤＭ 3,447 3,495 4,314 4,402 4,537 4,427 4,198 4,075 3,910 3,960 3,893
フリーペーパー・フリーマガジン 2,835 3,357 3,684 3,545 2,881 2,640 2,550 2,367 2,289
ＰＯＰ 1,782 1,845 1,782 1,845 1,886 1,852 1,837 1,840 1,832 1,842 1,953
電話帳 1,192 1,154 1,192 1,154 1,014 892 764 662 583 514 453
展示・映像ほか 3,522 3,456 3,522 3,456 3,584 3,196 2,775 2,634 2,406 2,606 2,680

（注） 2007年に「日本の広告費」の推定範囲を2005年に遡及して改定した。

総広告費 58,913 59,762 61,522 61,710 62,880 63,907
マスコミ四媒体広告費 28,809 28,935 29,393 28,699 28,596 27,938

新聞 6,242 6,170 6,057 5,679 5,431 5,147
雑誌 2,551 2,499 2,500 2,443 2,223 2,023
ラジオ 1,246 1,243 1,272 1,254 1,285 1,290
テレビメディア 18,770 19,023 19,564 19,323 19,657 19,478

地上波テレビ 17,757 17,913 18,347 18,088 18,374 18,178
衛星メディア関連 1,013 1,110 1,217 1,235 1,283 1,300

インターネット広告費 8,680 9,381 10,519 11,594 13,100 15,094
プロモーションメディア広告費 21,424 21,446 21,610 21,417 21,184 20,875

屋外 2,995 3,071 3,171 3,188 3,194 3,208
交通 1,975 2,004 2,054 2,044 2,003 2,002
折込 5,165 5,103 4,920 4,687 4,450 4,170
ＤＭ 3,960 3,893 3,923 3,829 3,804 3,701
フリーペーパー・フリーマガジン 2,367 2,289 2,316 2,303 2,267 2,136
ＰＯＰ 1,842 1,953 1,965 1,970 1,951 1,975
電話帳 514 453 417 334 320 294
展示・映像ほか 2,606 2,680 2,844 3,062 3,195 3,389

（注） 2014年より、テレビメディア広告費は「地上波テレビ＋衛星メディア関連」と区分し、2012年に遡及して集計した。

15年
(27年)

16年
(28年)

17年
(29年)

　　　　　　　　　　  　    広告費

 媒体

改定前 改定

　　　　　　　　　　  　    広告費

 媒体

広告費（億円）

2012年
(平成24年)

13年
(25年)

14年
(26年)
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表４ 業種別広告費（マスコミ四媒体広告費、衛星メディア関連は除く） 

 

 
 

業種
2015年

(平成26年)
2016年
(28年)

2017年
(29年)

2016年
(平成27年)

2017年
(29年)

2015年
(平成26年)

2016年
(27年)

2017年
(29年)

 1. エネルギー・素材・機械 2,664  3,755  4,054  141.0   108.0   1.0   1.4   1.5   
 2. 食品 27,069  28,012  27,744  103.5   99.0   9.9   10.2   10.4   
 3. 飲料・嗜好品 19,373  18,354  18,497  94.7   100.8   7.1   6.7   6.9   
 4. 薬品・医療用品 14,647  15,265  14,738  104.2   96.5   5.3   5.6   5.5   
 5. 化粧品・トイレタリー 28,426  28,845  27,291  101.5   94.6   10.3   10.6   10.2   
 6. ファッション・アクセサリー 11,067  9,961  9,163  90.0   92.0   4.0   3.6   3.4   
 7. 精密機器・事務用品 3,347  2,884  2,561  86.2   88.8   1.2   1.0   1.0   
 8. 家電・AV機器 5,444  5,970  5,288  109.7   88.6   2.0   2.2   2.0   
 9. 自動車・関連品 15,380  14,459  14,683  94.0   101.5   5.6   5.3   5.5   
10. 家庭用品 6,714  6,456  6,560  96.2   101.6   2.4   2.4   2.5   
11. 趣味・スポーツ用品 7,951  7,966  7,875  100.2   98.9   2.9   2.9   3.0   
12. 不動産・住宅設備 11,209  11,964  13,032  106.7   108.9   4.1   4.4   4.9   
13. 出版 8,486  8,080  7,798  95.2   96.5   3.1   3.0   2.9   
14. 情報・通信 27,433  28,401  28,891  103.5   101.7   10.0   10.4   10.9   
15. 流通・小売業 18,984  18,121  16,361  95.5   90.3   6.9   6.6   6.1   
16. 金融・保険 15,973  15,759  15,050  98.7   95.5   5.8   5.8   5.6   
17. 交通・レジャー 21,635  20,784  20,116  96.1   96.8   7.9   7.6   7.6   
18. 外食・各種サービス 14,638  14,395  13,482  98.3   93.7   5.3   5.3   5.1   
19. 官公庁・団体 3,296  3,326  3,057  100.9   91.9   1.2   1.2   1.2   
20. 教育・医療サービス・宗教 7,342  6,941  6,822  94.5   98.3   2.7   2.5   2.6   
21. 案内・その他 3,562  3,432  3,317  96.4   96.6   1.3   1.3   1.2   

合計 274,640  273,130  266,380  99.5   97.5   100.0   100.0   100.0   

広告費（千万円） 前年比（％） 構成比（％）広告費

1.  エネルギー・素材・機械

2.  食品

3.  飲料・嗜好品

4.  薬品・医療用品

5.  化粧品・トイレタリー

6.  ファッション・アクセサリー

7.  精密機器・事務用品

8.  家電・AV機器

9.  自動車・関連品

10.  家庭用品

11.  趣味・スポーツ用品

12.  不動産・住宅設備

13.  出版

14.  情報・通信

15.  流通・小売業

16.  金融・保険

17.  交通・レジャー

18.  外食・各種サービス

19.  官公庁・団体

20.  教育・医療サービス・宗教

21.  案内・その他

官公庁、自治体、政党、外国官公庁、広告団体、諸団体など（単一業界の団体は各業種に分類）

学校、予備校・学習塾、各種学校、通信教育、医療機関、医療・介護サービス、シルバー施設、宗教など

案内広告（新聞、雑誌）、臨時もの、連合広告、企業グループなど

新聞、雑誌、書籍、語学教材、他の刊行物

コンピュータ・関連品、コンピュータソフト、携帯電話機、携帯情報端末、電話サービス、通信サービス・インターネット、
ウェブコンテンツ、オンラインショップ、オンラインゲーム、放送など

百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、通信販売、量販店、ショッピングセンター、他の小売店など

銀行、証券、保険、消費者金融、クレジットカード、電子マネー、宝くじ、インターネットバンキング
など

交通、旅行・宿泊、スポーツ・レジャー施設、公営レース、映画・コンサート・各種イベントなど

飲食業、宅配・引越便、美容、レンタル、人材派遣、結婚情報、セキュリティサービス、法律相談、
かつらなど

時計、カメラ・デジタルカメラなど光学機器、事務用品、文房具など

厨房用・家事用・冷暖房用電気機器、音声・映像機器（デジタルビデオカメラ含む）、照明器具、電気理容・美容器具など

自動車、オートバイ・スクーター、自転車、モーターボート、タイヤ、カーナビゲーションなど

石油・ガス機器、寝具、インテリア、家具、仏具、台所用品、殺虫・防虫剤、芳香・消臭剤など

趣味用品、ゲーム機・ソフト、音声・映像ソフト、園芸用品、ペットフード、パチンコ・パチスロ機、スポーツ用品など

宅地・住宅など土地・建物、建材、トイレ・浴槽・厨房ユニット・太陽光発電・給湯システムなど住宅付属設備

電力、ガス、ガソリン、紙、鉄鋼、化学材料、農業機器、建設・土木機器、工作機器、店舗用機材など

乳製品、肉製品、調味料、パン、菓子、健康・美容食品、サプリメント、加工食品など

アルコール飲料、非アルコール飲料、タバコなど

医薬品、医療用品、ドリンク剤、メガネなど

皮膚・毛髪用など化粧品全般、化粧用具、シャンプー＆リンス、かみそり・替刃、電動歯ブラシ、歯磨、石けん、洗剤、
洗濯用剤、生理用品、紙おむつなど

衣料品、生地、身回繊維品、靴、バッグ、傘、貴金属・アクセサリーなど
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表５ 業種別 マスコミ四媒体別広告費（2017 年、衛星メディア関連は除く） 

 
 
表６ 業種別広告費（2008 年～2017 年、衛星メディア関連は除く） 

 
 
 
 

 

(千万円、％)

業種 広告費 構成比 前年比 広告費 構成比 前年比 広告費 構成比 前年比 広告費 構成比 前年比 広告費 構成比 前年比

 1. エネルギー・素材・機械 567 1.1 102.0 107 0.5 82.9 298 2.3 110.8 3,082 1.7 110.0 4,054 1.5 108.0
 2. 食品 5,987 11.6 94.2 1,164 5.8 92.4 1,109 8.6 112.4 19,484 10.7 100.4 27,744 10.4 99.0
 3. 飲料・嗜好品 1,769 3.4 99.2 933 4.6 93.2 632 4.9 100.5 15,163 8.3 101.5 18,497 6.9 100.8
 4. 薬品・医療用品 1,698 3.3 102.9 474 2.3 90.8 1,021 7.9 97.8 11,545 6.4 95.8 14,738 5.5 96.5
 5. 化粧品・トイレタリー 2,942 5.7 99.1 2,652 13.1 91.0 340 2.6 101.2 21,357 11.8 94.4 27,291 10.2 94.6
 6. ファッション・アクセサリー 1,157 2.3 95.6 5,056 25.0 89.5 55 0.4 74.3 2,895 1.6 95.6 9,163 3.4 92.0
 7. 精密機器・事務用品 427 0.8 85.7 887 4.4 87.8 74 0.6 110.4 1,173 0.6 89.6 2,561 1.0 88.8
 8. 家電・AV機器 288 0.6 74.0 570 2.8 89.3 132 1.0 96.4 4,298 2.4 89.4 5,288 2.0 88.6
 9. 自動車・関連品 937 1.8 84.5 674 3.3 83.7 1,137 8.8 100.8 11,935 6.6 104.5 14,683 5.5 101.5
10. 家庭用品 938 1.8 97.7 448 2.2 97.0 213 1.7 99.1 4,961 2.7 102.9 6,560 2.5 101.6
11. 趣味・スポーツ用品 845 1.6 94.0 1,174 5.8 95.8 258 2.0 107.1 5,598 3.1 99.9 7,875 3.0 98.9
12. 不動産・住宅設備 2,429 4.7 97.5 712 3.5 93.0 661 5.1 99.5 9,230 5.1 114.8 13,032 4.9 108.9
13. 出版 4,724 9.2 94.1 196 1.0 90.7 879 6.8 108.0 1,999 1.1 98.4 7,798 2.9 96.5
14. 情報・通信 2,815 5.5 98.1 741 3.7 86.9 924 7.2 137.9 24,411 13.4 101.7 28,891 10.9 101.7
15. 流通・小売業 6,668 13.0 96.7 872 4.3 85.7 739 5.7 88.9 8,082 4.4 86.2 16,361 6.1 90.3
16. 金融・保険 1,714 3.3 87.1 391 1.9 81.8 713 5.5 84.5 12,232 6.7 98.1 15,050 5.6 95.5
17. 交通・レジャー 8,115 15.8 93.5 1,716 8.5 93.7 922 7.2 101.1 9,363 5.2 100.0 20,116 7.6 96.8
18. 外食・各種サービス 1,697 3.3 89.7 463 2.3 96.1 1,704 13.2 90.3 9,618 5.3 94.9 13,482 5.1 93.7
19. 官公庁・団体 1,314 2.6 100.3 305 1.5 114.2 650 5.1 95.2 788 0.4 73.9 3,057 1.2 91.9
20. 教育・医療サービス・宗教 1,997 3.9 92.8 641 3.2 99.8 411 3.2 104.1 3,773 2.1 100.5 6,822 2.6 98.3
21. 案内・その他 2,442 4.7 91.9 54 0.3 87.1 28 0.2 116.7 793 0.4 115.3 3,317 1.2 96.6

合計 51,470 100.0 94.8 20,230 100.0 91.0 12,900 100.0 100.4 181,780 100.0 98.9 266,380 100.0 97.5

広告費 四媒体合計新聞 雑誌 ラジオ 地上波テレビ

（単位：千万円）

広　告　費（千万円）　

2008年 09年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年
(平成20年) (21年) (22年) (23年) (24年) (25年) (26年) (27年) (28年) (29年)

 1. エネルギー・素材・機械 4,874 3,272 3,429 2,724 2,624 2,490 2,560 2,664 3,755 4,054 
 2. 食品 30,145 28,850 28,804 26,619 28,329 27,209 26,350 27,069 28,012 27,744 
 3. 飲料・嗜好品 24,685 22,701 21,786 19,621 20,987 20,688 21,096 19,373 18,354 18,497 
 4. 薬品・医療用品 18,367 16,333 14,597 14,354 14,847 14,745 14,992 14,647 15,265 14,738 
 5. 化粧品・トイレタリー 29,380 27,591 28,792 27,687 28,783 27,985 29,551 28,426 28,845 27,291 
 6. ファッション・アクセサリー 11,582 9,312 10,129 10,818 11,645 11,732 11,382 11,067 9,961 9,163 
 7. 精密機器・事務用品 4,080 3,073 2,942 2,630 2,886 2,834 3,050 3,347 2,884 2,561 
 8. 家電・AV機器 8,188 7,056 7,337 5,449 5,412 5,533 5,926 5,444 5,970 5,288 
 9. 自動車・関連品 19,228 13,456 13,163 12,981 16,473 16,710 17,277 15,380 14,459 14,683 
10. 家庭用品 6,105 5,899 6,506 6,421 6,496 6,856 7,242 6,714 6,456 6,560 
11. 趣味・スポーツ用品 16,925 14,200 12,314 11,061 10,853 10,227 9,414 7,951 7,966 7,875 
12. 不動産・住宅設備 14,753 11,268 10,294 10,445 10,869 11,503 11,804 11,209 11,964 13,032 
13. 出版 11,414 9,451 9,267 8,949 9,216 8,988 8,769 8,486 8,080 7,798 
14. 情報・通信 24,145 20,338 22,091 22,200 24,525 24,332 26,091 27,433 28,401 28,891 
15. 流通・小売業 21,064 19,139 18,226 18,694 20,297 19,273 19,374 18,984 18,121 16,361 
16. 金融・保険 21,296 15,144 15,383 14,121 14,499 16,762 16,437 15,973 15,759 15,050 
17. 交通・レジャー 26,944 23,352 21,118 19,527 21,123 20,976 21,172 21,635 20,784 20,116 
18. 外食・各種サービス 14,425 13,487 13,867 12,356 12,896 14,229 14,504 14,638 14,395 13,482 
19. 官公庁・団体 4,558 4,766 4,082 10,873 3,327 3,149 3,380 3,296 3,326 3,057 
20. 教育・医療サービス・宗教 10,016 8,546 8,177 7,579 7,823 8,069 7,717 7,342 6,941 6,822 
21. 案内・その他 7,776 5,586 5,186 5,051 4,050 3,960 3,672 3,562 3,432 3,317 

合　計 329,950 282,820 277,490 270,160 277,960 278,250 281,760 274,640 273,130 266,380 

　　　　　　 　　　　　　　　　広告費

　　　 業　種


